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住宅関連施策を読み解く2022年度

＊ 表は、2022年2月時点の情報に基づいており、まだ確定していない内容も一部含みます（公募時期などは4月以降に発表される予定）。
＊ 補助事業は予算金額に達した場合、予定よりも早期に終了する場合があります。

2023
年度

2024
年度2022年度

● 補助額：［ZEH］60万円/戸　［ZEH+］105万円/戸　※蓄電システム導入の場合加算あり　　（①2万円/kWh、②上限20万円、③補助対象費の1/3　
　 いずれか低いもの）     ※CLTや先進的な再エネ熱利用設備の導入は「先進的再エネ熱等導     入支援事業」で併願申請可能戸建住宅ZEH化等支援事業【環境省】戸建住宅ZEH化等支援事業【環境省】◯◯ ■ 変更点　・補助額：［ZEH］55万円/戸、［ZEH+］100万円/戸

次世代ZEH＋実証事業【経産省】次世代ZEH＋実証事業【経産省】◯◯ ● 補助額：［次世代ZEH＋］105万円/戸　※蓄電システム、燃料電池、V2H充電設備、太陽熱    利用温水システムに別途補助あり 継
続

継
続 （2025年度まで継続）

（2025年度まで継続）

LCCM住宅整備推進事業
【国交省】
LCCM住宅整備推進事業
【国交省】

● 補助額：設計費＋対象工事費用の1/2（上限140万円/戸）
● 要件：ZEHの要件を満たすこと、一次エネルギー消費量が現行の省エネ基準値から▲25％(再エネ除く）、
    ライフサイクル全体のCO2排出量が0以下となること

新
規

ライフサイクル全体を
考慮した住宅（LCCM）
に関するもの

ZEH(ネット・ゼロ・
エネルギー・ハウス)
に関するもの

省エネ、断熱
リフォームに
関するもの

長期優良住宅の
リフォーム推進に
関するもの

◯‒ 既存住宅における断熱リフォーム
支援事業（断熱リノベ）【環境省】
既存住宅における断熱リフォーム
支援事業（断熱リノベ）【環境省】

終
了 2021年度の補正予算で終了● 補助額：①戸建住宅：導入費の1/3（上限120万円/戸）　②集合住宅：導入費の1/3（上     限15万円/戸）

※①は家庭用蓄電システム、家庭用蓄熱設備、熱交換型換気設備等の導入それぞれに別途加算     あり

◯‒

◯‒

◯‒

次世代省エネ建材の実証支援事業
（次世代建材）【経産省】
次世代省エネ建材の実証支援事業
（次世代建材）【経産省】

住宅エコリフォーム推進事業
【国交省】
住宅エコリフォーム推進事業
【国交省】

長期優良住宅化リフォーム推進事業
【国交省】
長期優良住宅化リフォーム推進事業
【国交省】

● ［外張断熱］補助額：対象費用の1/2以内　(上限：戸建住宅300万円/戸）
● ［内張断熱］補助額：対象費用の1/2以内　(上限：戸建住宅200万円/戸、集合125万円　　/戸、下限(戸建住宅・集合とも)：20万円/戸）

● 改修工事の補助額：補助対象工事（性能向上、三世代同居対応、子育て世帯向け、防災性・レ     ジリエンス性向上）費用の1/3
    （上限：①評価基準型：100万円/戸　②認定長期優良住宅型：200万円/戸　③高度省エ    ネルギー型：250万円/戸）　
※加算要件：三世代同居対応、若者･子育て世帯、既存住宅購入のいずれかを満たした場合50   万円/戸を加算
● インスペクション等工事費以外の補助額：費用の1/3（上限あり）

買取再販で
扱われる住宅取得

税     

制

税     

制

補
　助
　金

補
　助
　金

買取再販事業者に課される
不動産取得税
買取再販事業者に課される
不動産取得税◯‒

買主に課される登録免許税買主に課される登録免許税◯‒ 　（2023年3月31日まで）

● 住宅は築年数に応じ一定額を減額（最大36万円）　● 土地は上限45,000円、または土      地㎡価格×床面積の2倍（上限200㎡）×3%の
 　いずれか高い方を減額  （安心R住宅または既存住宅売買瑕疵担保責任保険に加入する場合     のみ）

　（2022年3月31日まで）

登録免許税【認定住宅のみ】登録免許税【認定住宅のみ】◯ ‒

◯ ‒

● ＜所有権の保存登記＞本則0.4%に対して0.1%（一般住宅は0.15%）　
● ＜所有権の移転登記＞本則2.0%に対して、長期優良住宅:戸建住宅は0.2%、マンションは    0.1%、認定低炭素住宅は0.1%（一般住宅は0.3%） 　（2023年3月31日まで）

固定資産税固定資産税‒ ◯

‒ ◯

　（2023年3月31日まで）

不動産取得税【長期優良住宅のみ】不動産取得税【長期優良住宅のみ】‒◯ ● 課税標準からの控除額が1,300万円（一般住宅は1,200万円） 　（2023年3月31日まで）

固定資産税【長期優良住宅のみ】固定資産税【長期優良住宅のみ】‒◯ ● 一般住宅特例(1/2減額)が適用。戸建住宅は5年間、マンションは7年間（一般住宅：戸建     住宅は3年間、マンションは5年間） 　（2023年3月31日まで）

認定住宅等に係る投資型減税（所得税）認定住宅等に係る投資型減税（所得税）

住宅ローン減税（所得税）住宅ローン減税（所得税）

‒◯

◯ ◯

● 標準的な性能強化費用相当額（上限650万円）の10%を控除       ※控除しきれない場合     は翌年の所得税額から控除

＜新築・買取再販＞　
● 借入限度額：5,000万円（一般住宅は4,000万円）　● 控除期間：13年
● 控除率：１～ 10年目：住宅ローン残高の1%　11～ 13年目：住宅ローン残高の1%か建     物価格の2/3　いずれか少ない方　　
● 所得要件：合計所得金額3,000万円（既存住宅も共通）
<既存住宅>　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
● 借入限度額：2,000万円　● 控除率：1%　● 控除期間：10年   ※控除しきれない場     合は翌年の住民税から控除

■ 変更点　<新築・買取再販＞　● 借入限度額：［2022年・2023年入居］5,000万円（その他の住宅は3,000万円）
［2024年・2025年入居］4,500万円（その他の住宅は0円）　● 控除率：住宅ローン残高の0.7%　
● 控除期間：13年　● 所得要件：合計所得金額2,000万円以下に引き下げ
＜既存住宅＞　● 借入限度額：3,000万円（その他の住宅は2,000万円） ● 控除率：0.7％　
● 控除期間：10年　● 築年数要件を新耐震基準適合住宅に緩和
（※ 住宅ローン減税改定の詳細はP6参照）

　（2023年12月31日まで）

　（2025年
12月31日まで）

　（2023年
12月31日まで）

住宅取得等に係る
贈与税非課税措置 贈与税贈与税◯◯ ● 非課税限度額：良質な住宅　1,500万円（一般の住宅は1,000万円）

    （良質な住宅：一定の耐震・省エネ・バリアフリー性能いずれかを有する住宅）
（2023年12月31日まで）

■ 変更点  ・非課税限度額：良質な住宅　1,000万円（一般の住宅は500万円）
　　　　　・築年数要件を新耐震基準適合住宅に緩和

■ 変更点  築年数要件を新耐震基準適合住宅に緩和

■ 変更点      築年数要件の見直し （2014.4.1以前から所在する住宅）

■ 変更点   ･対象にZEH水準省エネ住宅を追加

■ 変更点　・ローン型と投資型を整理統合
    必須工事（限度額：250万円）控除率10%＋その他の工事=最大控除額62.5万円
    必須工事（限度額：200万円）控除率10%＋その他の工事=最大控除額60万円
    必須工事（限度額：250万円<※350万円>）控除率10%＋その他の工事=最大控除額62.5万円＜※67.5万円＞
・省エネリフォームの工事要件のうち、「全居室の全窓断熱改修工事」を「窓の断熱改修工事」に緩和
    必須工事（限度額：250万円）控除率10%＋その他の工事=最大控除額62.5万円
    耐震または省エネ＋耐久性：必須工事（限度額：250万円＜※350万円＞）
    控除率10%+その他の工事＝最大控除額62.5万円＜※67.5万円＞
    耐震＋省エネ＋耐久性：必須工事（限度額：500万円＜※600万円＞）
    控除率10%+その他の工事＝最大控除額75万円＜※80万円＞　※太陽光発電を設置する場合

● 家屋の所有権移転登記を本則2％に対し0.1％※（一般住宅は0.3％）  ※一定の質の向上      を図る改修工事が行われた既存物件を取得する場合

良質な木造住宅
供給促進に
関するもの

地域型住宅グリーン化事業【国交省】地域型住宅グリーン化事業【国交省】◯ ◯

● 補助額：対象経費の1/10以内、(3)の改修は掛かり増し費用の1/2以内、金額上限は下　　記の通り　（）内は補助金活用実績4戸以上の事業者の場合
 （１）長寿命型（長期優良住宅：新築 ）上限110（100）万円/戸　※省エネ強化加算30    万円/戸あり
 （２）高度省エネ型（認定低炭素住宅または性能向上計画認定住宅：新築）：上限70万    円/戸
 （３）ゼロ･エネルギー住宅型（ZEH・Nearly ZEHの新築および改修）：上限140（125）   万円/戸
 （４）省エネ改修型（省エネ基準＜既存＞を満たす住宅:改修）：上限50万円/戸
 （５）優良建築物型（認定低炭素建築物等一定の良質な木造建築物＜非住宅＞：新築）：床      面積1万円/㎡
※加算措置：①地域材等利用：上限20万円/戸加算 ②三世代同居：上限30万円/戸加算 ③若    者・子育て世帯：上限30万円/戸加算（①②③併用不可）　

継
続

継
続

継
続

耐震改修に
関するもの ◯‒ 住宅･建築物安全ストック形成事業

【国交省】
住宅･建築物安全ストック形成事業
【国交省】

● 耐震診断補助額：国と地方公共団体で2/3
● 耐震改修補助額：①個別支援：国と地方公共団体で23%　※戸建住宅の上限：83.8万円    /戸（多雪区域100.4万円/戸）
    ②パッケージ支援：補強設計等の費用、耐震改修工事費に対し、国と地方で定額100万円     （密集市街地等150万円、多雪区域120万円）
※ ②の場合の上限：耐震改修工事費の8割

継
続

■ 変更点
(1)長期優良住宅：上限140（125）万円/戸に引き上げ　(2)認定低炭素住宅：上限125（110）万円/戸に引き上げ
(3)ZEH・Nearly ZEH：上限140（125）万円/戸　（長期優良住宅とする場合は補助限度額を10万円/戸引き上げ）  
　 ZEH Oriented：上限125（110）万円/戸を新設　
(4)(5)省エネ改修型と優良建築物型は他の補助事業に移行
※以下の加算措置を追加し、加算措置の併用を上限60万円/戸とする
・地域の伝統的な建築技術の継承住宅：上限20万円/戸加算・バリアフリー：上限30万円/戸加算

    ● 1/2を1年間減額（120㎡相当分まで）   　　● 1/3を1年間減額（100㎡相当分    まで）
    ● 1/3を1年間減額（120㎡相当分まで）   　　● 2/3を1年間減額（120㎡相当分    まで）

    ● 投資型：標準的な工事費用額の10%を1年間控除（最大25万円）
    ● ローン型：対象となる工事費（最大250万円）の2%＋その他改修工事費の年末ローン     残高の1%＝5年間控除（最大5年間で62.5万円）  
    ● 投資型：標準的な工事費用額の10%を1年間控除（最大20万円）
    ● ローン型：対象となる工事費（最大250万円）の2%＋その他改修工事費の年末ローン     残高の1%＝5年間控除（最大5年間で62.5万円）
    ● 投資型：標準的な工事費用額の10%を1年間控除（最大25万円　  ※太陽光発電を併     せて設置35万円）
    ● ローン型：対象となる工事費（最大250万円）の2%＋その他改修工事費の年末ローン     残高の1%＝5年間控除（最大5年間で62.5万円）
    ● 投資型：標準的な工事費用額の10%を1年間控除（最大25万円）
    ● ローン型：対象となる工事費（限度額250万円）の2%＋その他改修工事費の年末ロー     ン残高の1%＝5年間控除（最大5年間で62.5万円）
    ● 投資型：耐震または省エネ＋耐久性：標準的な工事費用額の10%を1年間控除（最大      25万円　※太陽光発電を併せて設置35万円）

耐震＋省エネ＋耐久性：標準的な工事費用額の10%を1年間控除（最大50万     円　※太陽光発電を併せて設置60万円）

所得税所得税

既存住宅の
性能向上を
図るための

リフォームに係る
特例措置

認定長期
優良住宅・

認定低炭素住宅
等に係る
特例措置

[耐震改修]
[バリアフリー]
[省エネ]
[三世代同居]
[長期優良住宅化]

（2025年度
まで継続）

● 省エネ診断補助額：国と地方公共団体で2/3（直接補助は国1/3）
● 設計等補助額：国と地方公共団体で2/3（直接補助は国1/3）
● 改修補助額：国と地方で、マンション1/3、その他23%（直接補助は国マンション1/6　その他11.5%)
※上限：省エネ基準適合レベル38万3,300円/戸・ZEHレベル51万2,700円/戸

■ 変更点　
①個別支援：耐震改修と併せて行う省エネ改修補助限度額を拡充　
　（上限：省エネ基準適合レベル76万6,500円/戸・ZEHレベル102万5,400円/戸）
②パッケ－ジ支援：耐震改修と併せて省エネ改修を行う場合、省エネ改修は個別に支援

■ 変更点
③従来の高度省エネルギー型（250万円/戸）を廃止
※加算要件に「1次エネルギー消費量を省エネ基準比▲20％とする場合」を追加

新
規

2021年度住宅関連優遇策一覧 新
築

既
築
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新
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①
Ｌ
Ｃ
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Ｍ
住
宅

整
備
推
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事
業
」
で
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ラ
イ
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サ
イ
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た
Ｃ
Ｏ
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マ
イ

ナ
ス
に
す
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「
Ｌ
Ｃ
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Ｍ
住
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」
に
つ
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は
、
こ
れ
ま
で
「
環
境
・
ス
ト
ッ
ク
活
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推
進
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業
」
の
中
で
モ
デ
ル
的
に
支
援
し

て
き
ま
し
た
が
、
今
回
、
さ
ら
な
る
普
及

を
図
る
た
め
、
先
導
的
な
脱
炭
素
化
住
宅

の
支
援
事
業
と
し
て
独
立
さ
せ
ま
し
た
。

こ
う
し
た
推
進
事
業
を
活
用
し
な
が
ら
「
Ｌ

Ｃ
Ｃ
Ｍ
住
宅
」
の
戸
数
を
増
や
し
て
い
き

た
い
と
い
う
狙
い
が
あ
り
ま
す
（
図
２
）
。

    「
②
地
域
型
住
宅
グ
リ
ー
ン
化
事
業
」

は
、
創
設
以
降
、
少
し
ず
つ
拡
充
を
図
っ

て
き
ま
し
た
。
今
回
は
、
ま
ず
補
助
対
象

と
補
助
限
度
額
が
変
更
に
な
り
ま
す
。「
Ｚ

Ｅ
Ｈ 

Ｏ
ｒ
ｉ
ｅ
ｎ
ｔ
ｅ
ｄ
」
を
補
助
対
象

に
追
加
し
、「
省
エ
ネ
改
修
型
」
は
「
住
宅

エ
コ
リ
フ
ォ
ー
ム
推
進
事
業
（
新
設
）」

に
、「
優
良
建
築
物
型
」
は
「
優
良
木
造
建

築
物
等
整
備
推
進
事
業
（
新
設
）」
に
移
行

し
ま
す
。
ま
た
補
助
限
度
額
を
「
長
期
優

良
住
宅
」
と
「
認
定
低
炭
素
住
宅
」
で
上

化
の
た
め
、
高
経
年
マ
ン
シ
ョ
ン
や
空
き

家
の
対
策
な
ど
を
行
い
ま
す
。

（5）「
住
宅
・

建
築
分
野
の
Ｄ
Ｘ
・
生
産
性
向
上
の
推

進
」
で
は
、
住
宅･

建
築
分
野
の
Ｉ
Ｔ
活

用
や
生
産
性
向
上
を
目
指
し
ま
す
。

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル

Ⅰ住
宅・建
築
物
の
省
エ
ネ
化
を

支
援
す
る
新
規
事
業

  「
住
宅･

建
築
物
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ

ル
総
合
推
進
事
業
」
は
、
政
府
が
目
指
す

２
０
５
０
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の

実
現
に
向
け
、
省
エ
ネ
性
能
の
高
い
住
宅

･

建
築
物
の
整
備
や
既
存
住
宅
の
改
修
等

を
総
合
的
に
支
援
す
る
新
規
事
業
で
す
。

こ
れ
ま
で
も
さ
ま
ざ
ま
な
省
エ
ネ
事
業
に

取
り
組
ん
で
き
ま
し
た
が
、
さ
ら
な
る
強

化
を
図
る
た
め
、
５
事
業
か
ら
な
る
総
合

　

２
０
２
２
年
度
の
住
宅
局
予
算
で
は
、

昨
年
３
月
に
閣
議
決
定
さ
れ
た
新
た
な

「
住
生
活
基
本
計
画
」
の
実
行
に
向
け
て
、

５
分
野
の
施
策
を
中
心
と
し
た
取
り
組
み

を
行
い
ま
す
。

（1）「
住
ま
い
・
く
ら
し
の

安
全
確
保
」
で
は
、
災
害
が
激
甚
化
・
頻

発
化
し
て
い
る
状
況
を
踏
ま
え
、
災
害
に

強
い
ま
ち
づ
く
り
を
推
進
し
ま
す
。
ま
た
、

（2）「
住
宅
・
建
築
物
に
お
け
る
カ
ー
ボ
ン

ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
実
現
」
で
、
事
業
の
新

設･

拡
充
を
行
い
、
省
エ
ネ
対
策
の
強
化

や
木
材
利
用
の
拡
大
を
進
め
て
い
き
ま

す
。
住
宅
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
機
能
の
強

化
等
を
行
い
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
住
生
活

の
実
現
を
目
指
す
の
が
、

（3）「
誰
も
が
安

心
し
て
暮
ら
せ
る
多
様
な
住
ま
い
の
確

保
」
で
す
。

（4）
「
既
存
ス
ト
ッ
ク
の
有
効

活
用
と
流
通
市
場
の
形
成
」
で
は
、
既
存

住
宅
の
流
通･

リ
フ
ォ
ー
ム
市
場
の
活
性

材
使
用
量
の
多
い
中
高
層
建
築
物
の
整
備

を
一
層
推
進
す
る
こ
と
を
目
指
し
ま
す
。

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
実
現
に
は
、

住
宅
・
建
築
物
の
省
エ
ネ
化
と
木
材
利
用

の
二
つ
が
大
き
な
柱
と
な
り
ま
す
。
少
し

ず
つ
増
え
て
い
る
木
造
建
築
物
の
普
及
ス

ピ
ー
ド
を
さ
ら
に
加
速
さ
せ
た
い
と
考
え

て
い
ま
す
（
図
４
）
。

   「
④
長
期
優
良
住
宅
化
リ
フ
ォ
ー
ム
推

進
事
業
」
は
「
高
度
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
型

（
２
５
０
万
円
／
戸
）」
を
廃
止
し
、
一
次

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
に
関
す
る
加
算
を
追

加
し
ま
し
た
。

 　

今
回
、
省
エ
ネ
改
修
に
特
化
し
た「
⑤

住
宅
エ
コ
リ
フ
ォ
ー
ム
推
進
事
業
、
住
宅

･

建
築
物
省
エ
ネ
改
修
推
進
事
業
」
を
新

設
し
ま
し
た
。
高
い
省
エ
ネ
改
修
を
行
う

場
合
は
国
も
一
定
期
間
直
接
支
援
を
行
う

こ
と
で
、
ス
ト
ッ
ク
の
省
エ
ネ
化
の
加
速

化
を
図
り
ま
す
。

金
融
や
技
能
者
育
成
の
サ
ポ
ー
ト

　

５
０
０
０
万
戸
を
超
え
る
既
存
住
宅
ス

ト
ッ
ク
の
省
エ
ネ
リ
フ
ォ
ー
ム
が
な
か
な

か
進
ま
な
い
理
由
の
一
つ
に
、
民
間
金
融

機
関
に
よ
る
資
金
供
給
が
十
分
で
な
い
こ

カ
ー
ボ
ンニュー
ト
ラ
ル
の
実
現
に
向
け
、

「
省
エ
ネ
」と「
木
材
利
用
」を
さ
ら
に
推
進

２
０
２
２
年
度
の
国
土
交
通
省
住
宅
局
関
係
に
お
け
る
当
初
予
算
は
１
７
９
１
億
円
で
、

前
年
度
と
同
規
模
と
な
っ
た
。
特
に
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
＊
１

の
実
現
に
向
け
て
、

住
宅
・
建
築
物
の
総
合
的
な
省
エ
ネ
対
策
強
化
と
木
材
利
用
促
進
に
力
を
入
れ
て
い
る
。

２
０
２
２
年
度
住
宅
関
連
予
算
の
概
要
に
つ
い
て
、
国
土
交
通
省
住
宅
局
総
務
課
企

画
官
の
飯
沼
宏
規
氏
に
聞
い
た
。

2022年度
住宅関連施策を読み解く

特  集

国土交通省
住宅局総務課　企画官

飯沼 宏
ひ ろ

規
き

 氏
*1  カーボンニュートラル：二酸化炭素などの温室効果ガスの「排出量」 から、植林、森林管理などによる「吸収量」 を差し引いて、合計を実質的にゼロにすること

と
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。
そ
こ
で
省
エ
ネ
改

修
の
推
進
に
向
け
た
環
境
整
備
の
一
環
と

し
て
、
住
宅
金
融
支
援
機
構
が
低
金
利
で

直
接
融
資
で
き
る「
住
宅
省
エ
ネ
改
修
融

資
」
制
度
を
創
設
し
ま
す
。
こ
の
制
度
は

法
律
の
改
正
が
前
提
に
な
り
ま
す
。

　

大
工
技
能
者
等
の
担
い
手
確
保･

育
成

の
取
り
組
み
や
、
都
市
木
造
建
築
物
を
担

う
設
計
者
の
育
成･

サ
ポ
ー
ト
の
取
り
組

み
を
支
援
す
る
「
木
造
住
宅･

都
市
木
造

建
築
物
に
お
け
る
生
産
体
制
整
備
事
業
」

は
２
０
２
２
年
度
も
継
続
し
て
行
い
ま
す
。

　

２
０
２
５
年
の
「
省
エ
ネ
基
準
へ
の
適

合
義
務
化
」
に
向
け
た
環
境
整
備
の
一
環

と
し
て
、「
住
宅
局
所
管
補
助
事
業
に
お

け
る
省
エ
ネ
基
準
適
合
の
補
助
要
件
化
」

を
行
い
ま
す
。
住
宅
局
所
管
の
補
助
事
業

で
新
築
の
住
宅
・
建
築
物
を
支
援
す
る
場

合
、
民
間
業
者
が
行
う
も
の
は「
省
エ
ネ

基
準
適
合
」
、
公
的
主
体
が
行
う
も
の
は

「
Ｚ
Ｅ
Ｈ
・
Ｚ
Ｅ
Ｂ
レ
ベ
ル
の
省
エ
ネ
水

準
適
合
」
を
原
則
要
件
化
し
ま
す
。

　

今
後
「
省
エ
ネ
基
準
へ
の
適
合
義
務

化
」
や
「
省
エ
ネ
性
能
表
示
の
義
務
化
」

な
ど
の
大
き
な
制
度
変
更
が
予
定
さ
れ
て

い
ま
す
が
、
設
計･

施
工
な
ど
に
携
わ
る

関
係
者
や
消
費
者
へ
の
周
知
が
極
め
て
重

要
と
な
り
ま
す
。
こ
の
た
め
、「
カ
ー
ボ

ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
実
現
に
向
け
た
住
宅

･

建
築
物
の
体
制
整
備
事
業
」
を
新
た
に

用
意
し
ま
し
た
。防　

　
災

Ⅱ立
地
抑
制
や
移
転
促
進
を
図
る

   「
住
宅･

建
築
物
耐
震
改
修
事
業
」 

は
拡

充
し
て
継
続
し
ま
す
。
本
来
耐
震
改
修
を

対
象
と
す
る
事
業
で
す
が
、
同
時
に
省
エ

ネ
改
修
も
実
施
す
る
場
合
、
そ
の
分
も
支

援
す
る
形
に
変
え
ま
し
た
。

　

災
害
リ
ス
ク
の
高
い
区
域
に
対
し
て
は
、

「
ハ
ザ
ー
ド
エ
リ
ア
の
立
地
抑
制
・
移
転

⑤ 住宅エコリフォーム推進事業

図1. 住宅・建築物カーボンニュートラル
　　 総合推進事業

① LCCM 住宅整備推進事業（新規事業）

③ 優良木造建築物等整備推進事業（新規事業）

② 地域型住宅グリーン化事業

④ 長期優良住宅化リフォーム推進事業

⑤ 住宅エコリフォーム推進事業、住宅・建築物
　 省エネ改修推進事業（新規事業）

夏
冬

図2. LCCM住宅整備推進事業

図3. 地域型住宅グリーン化事業の概要と拡充内容

LCCM住宅の例

・補助率：1/2（設計費+補助対象工事の掛かり増し費用）
・補助限度額：140万円 /戸

※ ライフサイクルカーボンマイナス住宅・研究開発委員会

補助
内容

■ ヒートポンプ
 給湯器
■ 燃料電池

■ LED照明の
 多灯分散配置
■ 高効率ヒートポンプ
 エアコンによる
 部分間欠冷暖房

■ 日射を遮蔽する木製ルーバー

長寿命型
（長期優良住宅）
110万円/戸

高度省エネ型
（認定低炭素・

性能向上計画認定住宅）
70万円/戸

ゼロエネ住宅型
（ZEH・NearlyZEH)
140万円/戸

省エネ改修型
(省エネが向上する断熱改修）

50万円/戸

優良建築物型
(一定の良質な建築物）

１万円/㎡

補助対象住宅
2021年度

長期優良住宅
140万円/戸

認定低炭素住宅
125万円/戸

ZEH・NearlyZEH
140万円/戸

ZEH Oriented
125万円/戸

2022年度
拡充内容

住宅エコリフォーム
推進事業へ

優良木造建築物等
整備推進事業へ

2021年度補正予算
安定的な木材確保に資する取り組みを支援
● 体制整備等に
   係る費用   
   定額
   上限1,000万円

● システム開発に
   係る費用
　1/2
   上限1,000万円

地域でグループを構築し、
地域材を用いて優れた木造住宅の

供給を目指す

中小
工務店

原木
供給者

建材流通
事業者

製材
事業者

建築士
事務所

プレカット
事業者

共通ルールを設定
・地域型住宅の規格・仕様・資材の供給・加工
  ・利用・積算、施工方法・維持管理方法など

関連事業者の
連携体制の
構築

■ 太陽光発電パネル＋
 太陽熱給湯集熱パネル

■ 空気の流れを
 つくりだす通風塔

W

E S
N

■ 地域木材等の利用
■ 高炉セメントコンクリート使用

■ 光と風を
 取り込む
　 パラボラ状
 の壁形状

図4. 優良木造建築物等整備推進事業

補助要件

次の①～⑤を満たすもの
① 	主要構造部に木材を一定以上使用する木造の建築物等
	 （木造と他の構造との併用を含む）
② 	耐火構造または準耐火構造とすることが求められるもの
③ 	不特定の者の利用または特定多数の者の利用に供するもの
④ 	多数の利用者等に対する木造建築物等の普及啓発に関す

る取り組みがなされるもの
⑤ 	省エネ基準に適合するもの（公的主体が事業者の場合は、

ZEH・ZEBの要件を満たすもの）

補助対象費用 ・調査設計計画費のうち木造化に係る費用
・建設工事費のうち木造化による掛かり増し費用相当額

補助率・上限額 1/2（上限300百万円）
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※1	 公営住宅等ストック総合改善事業、改良住宅ストック総合改善事業、スマートウェルネス住宅等推進事業、住宅確保要配慮者専用賃貸住宅改修事業への追加
※2	 一般世帯の場合は最大30万円/戸

宅･

建
築
分
野
に
お
い
て
も
、
Ｉ
Ｔ
を
活

用
す
る
こ
と
で
業
務
効
率
や
生
産
性
の
向

上
を
推
進
す
る
事
業
に
力
を
入
れ
て
い
き

ま
す
。

　

具
体
的
に
は
、
建
築
基
準
法
に
基
づ
く

定
期
報
告
制
度
等
に
つ
い
て
、
オ
ン
ラ
イ
ン

シ
ス
テ
ム
の
統
一
的
な
共
通
仕
様
を
国
で
作

り
、
そ
れ
を
特
定
行
政
庁
等
に
導
入
し
て

い
た
だ
く「
定
期
報
告
制
度
の
デ
ジ
タ
ル

化
促
進
事
業
」
を
新
た
に
立
ち
上
げ
ま
す
。

　

ま
た
少
し
ず
つ
進
み
つ
つ
あ
る
Ｂ
Ｉ
Ｍ

で
す
が
、
設
計･

施
工･

維
持
管
理
の
各

プ
ロ
セ
ス
の
横
断
的
な
活
用
を
促
進
す
る

た
め
、「
Ｂ
Ｉ
Ｍ
を
活
用
し
た
建
築
生
産･

維
持
管
理
プ
ロ
セ
ス
円
滑
化
モ
デ
ル
事
業
」 

の
支
援
を
継
続
し
ま
す
。

子
育
て
支
援

Ⅴ省
エ
ネ
住
宅
取
得
の
負
担
を
軽
減

　

２
０
２
１
年
度
の
補
正
予
算
で
、「
こ

ど
も
み
ら
い
住
宅
支
援
事
業
」
を
新
設
し

ま
し
た
。
予
算
額
は
５
４
２
億
円
で
す
。

子
育
て
世
帯
や
若
年
層
夫
婦
世
帯
が
、
省

エ
ネ
性
能
の
高
い
新
築
住
宅
を
取
得
す
る

場
合
、
最
大
１
０
０
万
円
、
省
エ
ネ
改
修

を
行
う
場
合
に
45
万
円
※
２
を
支
援
す
る

事
業
で
す
。
補
助
金
交
付
申
請
の
受
け
付

け
は
３
月
開
始
を
予
定
し
て
い
ま
す
。

促
進
」
な
ど
で
見
直
し
を
行
い
、
立
地
抑

制
、
移
転
促
進
、
住
み
替
え
支
援
な
ど
に

よ
る
総
合
的
な
防
災
対
策
を
図
り
ま
す
。

セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト

Ⅲ孤
独
・
孤
立
対
策
へ
の
配
慮

　

誰
も
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
住
環
境
を

推
進
す
る「
住
宅
確
保
要
配
慮
者
専
用
賃

貸
住
宅
改
修
事
業
」
は
、
補
助
対
象
工
事

に
「
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
改
修
」「
交
流
ス
ペ
ー

ス
を
設
置
す
る
工
事
」「
被
災
者
の
居
住
の

た
め
に
最
低
限
必
要
な
改
修
」
を
追
加
し

ま
し
た
。
ま
た
車
椅
子
の
た
め
に
必
要
な

ト
イ
レ
や
浴
室
の
改
修
工
事
に
は
、
限
度

額
１
０
０
万
円
／
戸
が
加
算
さ
れ
る
こ
と

に
な
り
ま
す
。

　

孤
独
・
孤
立
対
策
が
求
め
ら
れ
る
中
、

居
住
者
の
方
が
気
軽
に
交
流
で
き
る
場
づ

く
り
と
し
て
、
公
営
住
宅
、
セ
ー
フ
テ
ィ

ネ
ッ
ト
登
録
住
宅
、
サ
ー
ビ
ス
付
き
高
齢

者
向
け
住
宅
を
対
象
に
、
交
流
ス
ペ
ー
ス

の
設
置
費
用
を
補
助
対
象
に
追
加
※
１
す

る
こ
と
と
し
ま
し
た
。

デ
ジ
タ
ル
化

Ⅳ業
務
の
デ
ジ
タ
ル
化
へ
の
土
台
作
り

　

社
会
全
体
の
デ
ジ
タ
ル
化
に
向
け
、
住

「令和４年度税制改正の大綱」に、住宅ローン減税の延長が
盛り込まれた。控除率、控除期間等を見直すとともに、環
境性能等に応じた借入限度額の上乗せ措置等を講じた上で、
適用期限を４年間延長する。
【改正の概要】

◎	適用期限を４年間（2022年～2025年）延長
◎	2022年以降に入居する場合の措置（2021年度税制改正に

おける特例措置の適用を受ける場合を除く）は以下の通り
	 ●	 控除率：0.7%
	 ●	 控除期間：新築住宅等は原則13年、既存住宅は10年

	 ●	 借入限度額：住宅の環境性能等に応じて上乗せ
	 ●	 2024年以降に建築確認を受ける新築住宅：省エネ基
		  準適合を要件化
	 ●	 既存住宅の築年数要件：1982年以降に建築された住宅
		  （新耐震基準適合住宅）に緩和
	 ●	 床面積要件：50㎡
		  （新築住宅の床面積は2023年以前に建築確認を受けた 

	 ものは40㎡以上に緩和。合計所得金額1,000万円以下 
	 の者に限る）

	 ●	 所得要件：合計所得金額2,000万円以下に引き下げ　

住宅ローン減税が延長 

長期優良住宅・低炭素住宅 5,000万円（5,000万円）

2022（R4）年 2023（R5）年 2024（R6）年 2025（R7）年

4,500万円

3,500万円

3,000万円

0円（2023年までに新築の建築確認：2,000万円） 

4,500万円（5,000万円）

4,000万円（4,000万円）

3,000万円（4,000万円）

 ＜入居年＞一律0.7％（1％）

省エネ基準適合住宅

ZEH水準省エネ住宅

その他の住宅

長期優良住宅・低炭素住宅
ZEH水準省エネ住宅・省エネ基準適合住宅

その他の住宅

新築住宅・買取再販
既存住宅

所得要件
床面積要件

控除期間

借
入
限
度
額

新
築
住
宅
・
買
取
再
販
既
存
住
宅

控除 率

13年（10年）（「その他の住宅」は、2024年以降の入居の場合、10年）

50㎡（50㎡）（新築の場合、2023年までに建築確認：40㎡（所得要件：1,000万円））  
国土交通省資料を元に編集部で作成（　）は改正前の内容

10年（10年）
2,000万円（3,000万円）

3,000万円（2,000万円）

2,000万円（2,000万円）

2022年度
住宅関連施策を読み解く

特  集

～環境性能に応じた上乗せ措置等が新設される～



Kenzai Monthly March 20227
7

【こうき - しん】

vol.53

し
ょ
部
を
除
く
と
、
東
京
都
で
唯
一
の
「
村
」
で
あ
る

檜
原
村
。
総
面
積
の
93
％
が
森
林
で
、
村
の
大
半
が
秩

父
多
摩
甲
斐
国
立
公
園
に
含
ま
れ
る
こ
の
村
で
は
、
古

く
か
ら
林
業
を
主
産
業
と
し
て
お
り
、
小
中
学
校
の
校
舎
の
木
質
化

や
木
材
の
ブ
ラ
ン
ド
化
な
ど
地
元
産
材
の
利
用
促
進
に
力
を
入
れ
て

き
た
。
さ
ら
に
こ
の
豊
か
な
森
林
資
源
を
生
か
し
た
地
域
振
興
を
目

指
す
拠
点
施
設
と
し
て
２
０
２
１
年
11
月
に
オ
ー
プ
ン
し
た
の
が
、

小
学
校
跡
地
に
建
て
ら
れ
た「
檜
原 

森
の
お
も
ち
ゃ
美
術
館
」だ
。

　
２
階
建
て
の
館
内
は
清
々
し
い
木
の
香
り
に
満
ち
て
い
る
。
メ
イ

ン
と
な
る
の
は
、
檜
原
村
の
地
形
を
木
材
で
再
現
し
た
「
山
ひ
ろ
ば
」

だ
。
村
内
を
流
れ
る
北
秋
川
を
イ
メ
ー
ジ
し
た
ヒ
ノ
キ
の
た
ま
ご
プ
ー

ル
や
、
そ
び
え
立
つ
岩
山
を
模
し
た
ボ
ル
ダ
リ
ン
グ
ウ
ォ
ー
ル
、
段
々

畑
の
よ
う
な
丘
の
頂
上
に
は
、
村
特
産
の
ユ
ズ
の
木
が
「
シ
ン
ボ
ル

ツ
リ
ー
」
と
し
て
立
っ
て
い
る
。
外
壁
は
ス
ギ
、
床
と
柱
は
ヒ
ノ
キ
、

壁
は
サ
ワ
ラ
。
デ
リ
ケ
ー
ト
な
赤
ち
ゃ
ん
が
遊
ぶ
ス
ペ
ー
ス
は
内
装

を
す
べ
て
柔
ら
か
い
ス
ギ
で
仕
上
げ
て
い
る
。
そ
れ
ら
す
べ
て
が
檜

原
村
産
材
だ
。
壁
に
据
え
ら
れ
た
お
も
ち
ゃ
に
使
わ
れ
て
い
る
の
は
、

小
学
校
に
植
え
て
あ
っ
た
イ
チ
ョ
ウ
の
木
だ
と
い
う
。
他
に
も
随
所

に
小
学
校
の
面
影
が
残
っ
て
い
る
。

　
訪
れ
た
子
ど
も
た
ち
に
は
、「
お
も
ち
ゃ
学
芸
員
」が
お
も
ち
ゃ
の

遊
び
方
や
手
作
り
体
験
を
レ
ク
チ
ャ
ー
。
昔
懐
か
し
い
コ
マ
や
け
ん

玉
が
並
ぶ
コ
ー
ナ
ー
で
は
、
祖
父
母
世
代
か
ら
孫
世
代
へ
と
遊
び
を

伝
承
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
さ
ら
に
カ
フ
ェ
や
ミ
ュ
ー
ジ
ア
ム
シ
ョ
ッ

プ
、
お
も
ち
ゃ
工
房
も
併
設
さ
れ
、
木
と
触
れ
合
い
な
が
ら
幅
広
い

世
代
が
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
深
め
ら
れ
る
木
育
空
間
と
な
っ
て

い
る
。

　
「
檜
原
村
を
日
本
一
の
木
の
お
も
ち
ゃ
村
に
！
」と
い
う
思
い
か

ら
生
ま
れ
た
と
い
う
同
館
。
豊
か
な
森
林
資
源
を
生
か
し
た
ユ
ニ
ー

ク
な
施
設
は
、
観
光
拠
点
と
し
て
、
住
民
の
交
流
や
子
育
て
ス
ポ
ッ

ト
と
し
て
、
さ
ら
に
は
人
材
育
成
の
場
と
し
て
、
地
元
活
性
化
の
大

き
な
役
割
を
果
た
し
て
い
く
こ
と
に
な
る
だ
ろ
う
。

地元産材の木のおもちゃで
大人も子どもも楽しめる
体験型美術館

島

東京都
檜原村

写真提供＝檜原 森のおもちゃ美術館
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本　　社 	●	東京都千代田区神田
		  松永町19 
		  秋葉原ビルディング8階
創　　業 	●	2003年
資 本 金 	●	3,800万円
従 業 員 	●	45名
事業内容 	●	生活家電の開発、製造、

販売など

全
社
員
が
想
像
力
を
発
揮
で
き
る

企
業
風
土
が
急
成
長
を
後
押
し

—

「
世
の
中
に
ま
だ
売
っ
て
い
な
い
も
の
」を

生
み
出
す
た
め
、
社
内
掲
示
板
を
活
用
し「
前
例

に
と
ら
わ
れ
な
い
ア
イ
デ
ア
」を
社
内
か
ら
募
る
。

店
舗
の
販
売
ス
タ
ッ
フ
か
ら
広
報
、
経
理
担
当
者

に
至
る
ま
で
45
人
の
全
社
員
が
対
象
で
、
週
に
１

つ
以
上
の
企
画
を
提
案
す
る
決
ま
り
だ
。

  

「
具
体
的
な
製
品
の
ア
イ
デ
ア
で
も
い
い
で
す

し
、
普
段
の
生
活
で
の
困
り
ご
と
や
面
倒
な
こ
と

な
ど
の
課
題
で
も
い
い
。
こ
れ
ら
を
社
長
以
下
企

画
開
発
の
担
当
者
で
商
品
化
で
き
る
か
検
討
し
て

い
き
ま
す
。
毎
週
必
ず
ア
イ
デ
ア
出
し
を
す
る
こ

と
は
、
普
段
見
過
ご
し
が
ち
な
日
常
の
課
題
に
着

目
し
、
こ
れ
ま
で
に
な
い
発
想
を
生
み
出
す
と
い

う
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
に
も
な
り
ま
す
」

—

ア
イ
デ
ア
が
商
品
化
さ
れ
る
の
は
０・５
％

ほ
ど
し
か
な
い
。
し
か
し
優
れ
た
ア
イ
デ
ア
は
商

品
化
さ
れ
る
か
否
か
に
か
か
わ
ら
ず
４
段
階
に
評

価
さ
れ
る
。
Ａ
評
価
な
ら
１
万
円
、
Ｂ
評
価
な
ら

４
０
０
０
円
な
ど
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
が
与
え
ら

れ
る
た
め
、
社
員
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
も
上
が
る
。

ア
イ
デ
ア
の
評
価
軸
は
、
そ
の
悩
み
を
持
っ
た
人

が
た
く
さ
ん
い
る
か
、
少
数
で
も
深
い
ニ
ー
ズ
が

あ
る
か
の
２
点
だ
と
い
う
。

  

「
消
費
者
の
悩
み
を
解
決
す
る
、
と
い
う
本
質

を
忘
れ
ず
に
ア
イ
デ
ア
を
形
に
し
て
い
き
ま
す
。

例
え
ば
弁
当
箱
型
炊
飯
器
の
場
合
、
少
量
で
早
く

炊
け
る
炊
飯
器
が
欲
し
い
と
い
う
ニ
ー
ズ
か
ら
生

ま
れ
ま
し
た
。
保
温
機
能
な
ど
は
付
け
ず
、
炊
飯

ボ
タ
ン
だ
け
の
シ
ン
プ
ル
な
構
造
で
す
。
こ
の
よ

う
に
多
く
の
機
能
を
付
け
ず“
悩
み
解
決
”に
特

化
し
た
仕
様
と
す
る
こ
と
で
コ
ス
ト
を
抑
え
、
他

メ
ー
カ
ー
と
差
別
化
を
図
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
家

電
未
経
験
の
エ
ン
ジ
ニ
ア
を
採
用
し
、
先
入
観
の

な
い
モ
ノ
づ
く
り
を
行
っ
て
い
ま
す
」

—

同
社
に
は
全
社
員
が
３
Ｄ
プ
リ
ン
タ
ー
な

ど
の
機
材
を
自
由
に
使
え
る
フ
ロ
ア
も
あ
り
、

新
製
品
の
ア
イ
デ
ア
を
試
作
で
き
る
環
境
が
整

え
ら
れ
て
い
る
。
会
社
に
と
っ
て
必
要
な
こ
と
、

意
味
が
あ
る
こ
と
に
ど
ん
ど
ん
チ
ャ
レ
ン
ジ
で
き

る
企
業
風
土
も
、
そ
の
躍
進
を
後
押
し
し
て
い

る
よ
う
だ
。

  

「
今
は
Ｂ
ｔ
ｏ
Ｃ
向
け
の
商
品
が
多
数
を
占
め

ま
す
が
、
ネ
ッ
ク
ク
ー
ラ
ー
が
建
設
業
界
に
注
目

さ
れ
た
よ
う
に
、
今
後
は
Ｂ
ｔ
ｏ
Ｂ
の
困
り
ご
と

を
解
決
で
き
る
よ
う
な
製
品
も
増
や
し
て
い
け
た

ら
と
思
っ
て
い
ま
す
」

—

こ
れ
ま
で
は
企
画
や
開
発
を
優
先
し
て
き

た
た
め
広
報
専
門
部
署
が
な
か
っ
た
が
、
ア
イ
テ

ム
数
と
企
業
規
模
が
拡
大
し
た
こ
と
で
専
門
担
当

者
を
置
き
、
ブ
ラ
ン
デ
ィ
ン
グ
に
も
余
念
が
な
い
。

全
社
員
の
ア
イ
デ
ア
を
結
集
し
、
ど
ん
な〝
サ
ン

コ
ー
ら
し
い
〟製
品
が
生
ま
れ
る
の
か
、
今
後
も

目
が
離
せ
な
い
。

付 加 価 値 創 造 に 挑 戦

注 企業を訪ねる

タ
ー
ト
し
、
次
第
に
自
社
開
発
の
オ
リ
ジ
ナ
ル
品

も
手
掛
け
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。
し
か
し
、
Ｉ
Ｔ

機
器
は
進
化
が
速
く
、
取
り
扱
う
商
品
が
パ
ソ
コ

ン
や
ス
マ
ホ
に
標
準
装
備
さ
れ
て
い
き
、
売
り
上

げ
が
伸
び
悩
ん
で
い
ま
し
た
。
そ
こ
で
２
０
１
６

年
か
ら
、
思
い
切
っ
て
生
活
家
電
に
舵
を
切
っ
た
ん

で
す
。
家
電
の
分
野
は
多
く
の
メ
ー
カ
ー
が
ひ
し

め
い
て
い
ま
す
が
、『
面
白
く
て
役
に
立
つ
』商
品
に

特
化
す
る
と
い
う
コ
ン
セ
プ
ト
を
守
れ
ば
、
新
た

な
市
場
を
開
拓
で
き
る
と
確
信
し
て
い
ま
し
た
」

—

現
在
お
よ
そ
５
０
０
ア
イ
テ
ム
を
取
り
使
っ

て
い
る
。
中
で
も
最
大
の
ヒ
ッ
ト
商
品
は
熱
中
症

対
策
に
役
立
つ
ネ
ッ
ク
ク
ー
ラ
ー
だ
。
炎
天
下
で

の
作
業
が
多
い
建
設
業
な
ど
か
ら
も
注
目
さ
れ
、

ヒ
ッ
ト
商
品
の
基
準
と
な
る
販
売
個
数
１
万
個
を

大
き
く
上
回
る
23
万
個
を
売
り
上
げ
た
。
こ
う
し

た
商
品
が
急
成
長
の
推
進
力
と
な
り
、
売
り
上
げ

は
家
電
開
発
以
前
と
比
べ
て
４
倍
以
上
の
44
億
円

を
超
え
て
い
る
。

  

「
商
品
数
は
多
い
で
す
が
、
２
０
０
０
～

３
０
０
０
個
程
度
の
小
ロ
ッ
ト
で
発
注
し
て
在

庫
リ
ス
ク
を
低
減
し
、
当
社
の
販
売
網
で
売
り

切
っ
て
い
ま
す
。
現
在
、
毎
月
10
製
品
以
上
の
新

ア
イ
テ
ム
を
発
売
し
て
お
り
、
内
訳
は
日
本
向
け

に
改
良
し
た
輸
入
品
が
８
割
、
自
社
開
発
の
オ
リ

ジ
ナ
ル
商
品
が
２
割
と
い
っ
た
と
こ
ろ
。
毎
月
オ

リ
ジ
ナ
ル
商
品
を
生
み
出
す
機
動
力
を
支
え
て
い

る
の
は
、
全
社
員
が
ア
イ
デ
ア
を
出
す
と
い
う
シ

ス
テ
ム
で
す
」

「
面
白
く
て
役
に
立
つ
」商
品
を

次
々
に
世
の
中
に
送
り
出
す

—

ア
イ
ロ
ン
い
ら
ず
で
ワ
イ
シ
ャ
ツ
の
シ
ワ

が
伸
び
る
乾
燥
機
や
、
オ
フ
ィ
ス
で
も
炊
き
た
て

ご
飯
が
食
べ
ら
れ
る
弁
当
箱
型
炊
飯
器
な
ど
、
一

風
変
わ
っ
た
、
し
か
し
あ
っ
た
ら
便
利
な
ユ
ニ
ー

ク
家
電
の
開
発
・
販
売
で
注
目
を
集
め
て
い
る
の

が
、
東
京
・
秋
葉
原
に
実
店
舗
を
構
え
る
サ
ン
コ
ー

で
あ
る
。「
レ
ア
モ
ノ
シ
ョ
ッ
プ
」と
い
う
看
板
を

掲
げ
る
だ
け
あ
り
、
取
り
扱
う
商
品
は〝
世
の
中

に
な
か
っ
た
も
の
〟ば
か
り
だ
。

  「
当
社
は
、“
そ
の
発
想
は
な
か
っ
た
”と
思
わ
せ

る『
面
白
さ
』と
悩
み
を
解
決
し
て
く
れ
る『
役
に

立
つ
』を
併
せ
持
つ
商
品
を
取
り
扱
う
こ
と
を
コ
ン

セ
プ
ト
に
し
て
い
ま
す
。
２
０
０
３
年
の
設
立
当

初
は
、
パ
ソ
コ
ン
や
ス
マ
ホ
関
連
用
品
を
メ
イ
ン
に
、

輸
入
品
に
特
化
し
た
ネ
ッ
ト
通
販
会
社
と
し
て
ス

サ
ン
コ
ー
株
式
会
社販売スタッフから経理担当者まで

全社員が毎週アイデアを出し合う

「面白くて役に立つ」を満たした
家電に絞る明確な商品戦略

消費者の悩み解決に特化した商品で
新たな市場を開拓

ここが注目ポイント

“その発想はなかった”を形にする
消費者のお悩み解決に特化した
アイデア家電メーカー

広報部部長 

﨏
え き

 晋介 氏

「シワを伸ばす乾燥機
アイロンいら～ず」全社員のアイデアを見ながら、商品企画部が商品化できるか検討誰でも自由に機材を使って新商品の試作ができる

「ネッククーラーEvo」は、手持ち扇風
機のような風当りのだるさを解決。首の
両脇を冷やして冷感を得られる

「お米もおかずもこれ1台！
2段式超高速弁当箱炊飯器」
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長く寒かった冬を超え、ようやく春めいてきました。そろそろ開花するだろ
う桜を待つ間にやってくるのが、そう大量のスギ花粉。中学2年生の春、突如
大量のくしゃみと鼻水と共に花粉症を発症し、かれこれ〇年花粉症と付き合っ
てきました。お医者様からは舌下免疫療法を勧められたものの、治療に3年か
かると言われ悩んでいる間に3年過ぎました。あの時始めていれば何か変わっ
たかも、と花粉飛散予報を前に後悔する毎日です。（S）

編
集
後
記

表紙：住友林業（株）住宅・建築事業本部　大阪南支店　美原展示場

＊ 家具などのインテリア品は実際の展示と
　 異なる場合があります

　住宅の質の向上に加え、安心して既存住宅を購入でき
る環境整備と既存住宅流通市場の活性化のための「長期
優良住宅の普及の促進に関する法律」（長期優良住宅法）
の改正法が、昨年5月に公布された。一部の規定を除き
2022年2月20日から施行されている。主な改正内容は
以下の通り。
① 認定対象の拡大等 

● 	共同住宅について、区分所有者がそれぞれ認定を
受ける仕組みから管理組合が一括して認定を受け
る仕組みに変更（住棟認定の導入）

	 ※併せて、省エネルギー性能の向上のための基準の見直し 

● 共同住宅の認定基準の合理化等（賃貸住宅の特性を
踏まえた基準の設定等） 

● 良質な既存住宅を長期優良住宅として認定する制
度を創設（施行は2022年10月1日から）

② 認定手続きの合理化 
● 住宅性能評価を行う民間機関が住宅性能評価と長

期優良住宅の基準の確認を併せて実施
③ 頻発する豪雨災害等への対応 

● 	認定基準に災害リスクの配慮基準を追加（災害の
危険性が特に高いエリアを認定対象から除外する
など）

④ 容積率緩和の特例許可制度を創設
● 	一定の敷地面積を有し、市街地の環境の整備改善

に資すると認められる認定長期優良住宅の場合に、
容積率制限を緩和（長期優良住宅型総合設計制度）

　帝国データバンクは、2021年に発生した建設業者の
倒産の集計・分析と業界動向を分析した「建設業の業界
動向調査（2021年）」を公表した。
　2021年の建設業界は、2020年度の着工落ち込みの
反動から、多くの主要上場建設会社で受注が増加した。
また、政府による各種支援策などの効果もあり、2021
年の建設業者の倒産件数は1,066件と過去最少を記録し
た。業種細分類では、「木造建築工事業」が150件と最
多で、「内装工事業」が121件。負債額は1,066億8,600
万円と、3年連続の減少となった。倒産件数の減少に加

え、負債額5,000万円未満が全体の59.1％を占めるな
ど、小規模の倒産が大半を占めたことによる。
　一方で、人手不足により労務費や外注費が増加してお
り、人手不足倒産は減少するも人手不足感は上昇してい
る。また、後継者難倒産は106件と3年連続で増加。同
社で行った全国企業「後継者不在率」動向調査でも、建
設業の後継者不在率は67.4％と高く、今後も後継者難
倒産が増加基調で推移することが予想される。加えて建
材費の上昇などのコストアップが顕著となっており、採
算悪化が懸念される状況が続いている。

「改正長期優良住宅法」が2022年2月20日から施行
－国土交通省

建設業の倒産は過去最少を記録も、
⼈⼿不⾜やコスト上昇が顕著に－株式会社帝国データバンク

①

①

編集室より

■	送付先の変更、広告掲載・誌面に対するご意見などは
	 以下までご連絡ください。

メールアドレス：kenzai-monthly@sfc.co.jp
FAX：03-3214-3263
住友林業株式会社 木材建材事業本部 業務企画部

■ 弊社ホームページにPDF版を掲載中です。
   https://sfc.jp/treecycle/mokuzai_distro/kenzaimonthly.html

住友林業　建材マンスリー

今月のニュース

倒産集計対象は、負債1,000万円以上の法的整理

建設業の倒産件数・負債額推移
（件） （億円）
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